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原 著

買い物かごを活用したナッジが野菜購入行動に及ぼす影響：
スーパーマーケットにおける準実験研究
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目的　成人の 1 日の野菜摂取量は目標値に達していない。食品は主にスーパーマーケット（SM）

で購入されるため， 本研究では「SM でのナッジ介入は来店客の野菜購入行動を促進する」と

いう仮説を立て， これを準実験デザインで検証した。

方法　同一企業が同一市内で展開する SM のうち， 来店客数と野菜売上高の推移が類似し， 各店舗

間距離が 3  km 以上離れた中規模 3 店舗を介入（A・B）／対照（C）店舗に非ランダムに割り

付けた。店舗 A・B では買い物かごに野菜購入量の目安を明確化したチラシ（Easy–Attractive
ナッジ）をあらかじめ設置し， 店舗 B では， それに加えて人気野菜70 g 分を視覚的に示した

ポスター（Attractive–Social–Timely ナッジ）を野菜売場に掲示した。店舗 C では通常運用とし

た。観察期間を2024年10月， 介入期間を11月の各 1 か月間とした。2024年10～11月および前

年同時期の販売時点情報管理データを用い， 野菜売上高（主要項目）と野菜以外および総売上

高（副次項目）について， 来店客数の相対変化で調整した各日の前年同月同曜日比の増加率を

算出した。介入終了直前の 2 日間に， 各店舗の来店客50人ずつに対して， 基本属性， 社会経

済状態， 介入資料の認知の有無と印象を聴取した。介入効果の推定には， 主要・副次項目，

介入有無， 店舗， 10・11月の各前後半の時点変数をモデル化した差分の差分法を用いて平均

処置効果（ATE）を算出した。介入店舗別の解析も実施した。

結果　来店客の基本属性と社会経済状態に有意な店舗間差はなかった。野菜売上高の ATE は

＋4.0% ポイント（95% 信頼区間：0.6， 7.5）であり， 有意に高値を示した。一方， 野菜以外

の売上高（－4.4% ポイント：－14.2， 5.5）と総売上高（－3.6% ポイント：－13.0， 5.9）では

有意な ATE が観察されなかった。店舗 B では， 店舗 A を上回る ATE は観察されなかった。

買い物かごのチラシの認知度は95%， 認知した者のうち野菜購入者割合は24%， チラシへの肯

定的意見の割合は51%， 否定的意見の割合は 8 % であった。野菜売り場のポスターでは， 順

に36%， 28%， 61%，0 % であった。

結論　買い物かごへの Easy–Attractive ナッジチラシの設置は， 顧客の総支出を増やすことなく野菜

選択を促す手法として有効である可能性が示された。
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Ⅰ 緒 言

これまでの研究では， 野菜摂取量が多いほど総死

亡・心血管疾患死亡リスクが低く， 一皿分（77 g）
の摂取量増加ごとにこれらのリスクは 4～5 % 低値

を示すことが示されている1）。しかし， 本邦成人の

平均野菜摂取量は目標値（1 日350 g）に達したこと

がなく， 近年では減少傾向にある2）。このようなエ

ビデンス・プラクティス・ギャップの縮小は， 公衆
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衛生上の重要な課題である。

国民の約 8 割は， 食品をスーパーマーケット（su-
permarket: SM）で購入している3）。そのため， SM
での介入は， 来店客の食品選択に少なからず影響を

及ぼす4）。近年では， ナッジを活用して SM での野

菜選択の促進を図る研究が増加している5）。ナッジ

とは，「選択を禁じることも経済的なインセンティ

ブを大きく変えることもなく， 人々の行動を予測可

能な形で変える選択的アーキテクチャのあらゆる要

素」と一般的に定義される6）。これまで， 学校や職

域等でのナッジ介入は， 野菜・果物の選択， 購入，

消費を概ね促進することが示されてきた7）。一方，

SM や食料品店を対象としたシステマティックレ

ビュー8）・プール解析5）では， ナッジによる有意な

効果が認められない研究も多く， 効果量は全体的に

小さいことが報告されている5）。

こうした中， SM の買い物カートを活用したナッ

ジ介入では， 簡便かつ低コストでありながら有望な

結果が多く報告されている9～12）。たとえば， 買い物

カート内に社会規範メッセージを掲示した情報的介

入9～12）や， これに加えて野菜を入れる区画を明示し

た介入10,11）で， 野菜・果物の購入量の増加が確認さ

れている。これらの手法は， 本邦でも買い物かごへ

の応用が可能である。しかし， 情報的介入では， 当

該地域の特性や社会規範， 文化的背景によって， 効

果が異なる可能性がある13）。また， 区画の明示のみ

では効果が認められなかった報告11,14）や， 1 日限り

の社会実験10,12）も多く， どのようなナッジが有効で

あるか， 介入効果がどの程度持続するのかが明らか

ではない。さらに， 日本は「ナッジ慎重国」と国際

的に位置付けられており15）， 日本人の行動変容に有

効なナッジに関する実証的知見が依然として不足し

ている。

本研究の目的は， SM での買い物かごを活用した

ナッジ介入が， 来店客の野菜購入行動を促進するか

を検証することである。ナッジの組合せによる有用

性7）を踏まえ， 買い物かごによるナッジ介入のみの

店舗と， 野菜売り場でのナッジポスター掲示を併用

した店舗を設定し， これらの効果を対照店舗との比

較から検討した。

Ⅱ 研 究 方 法

1. 研究デザイン・セッティング
本研究は， 山形県 X 市内の SM を介入／対照店

舗に非ランダムに割り付けた準実験研究である（図

1）。季節行事による購買行動への影響が比較的小

さい11月を介入期間とし， 10月を介入前の野菜売上

高等の推移に顕著な店舗間差がないかを確認する観

察期間とした。SM 運営企業より販売時点情報管理

（point of sale: POS）システムに記録された売上高と

来店客数の日次データの提供を受け， これらを用い

て介入効果を評価した。また， 介入期間最終の平日

と休日（2024年11月29・30日）の午前中に， 各 SM
の来店客層と介入内容に対する認知状況等の把握を

目的とした来店客調査を実施した。

本研究のプロトコルは， UMIN 臨床試験登録

シ ス テ ム に 登 録 さ れ て い る（ 登 録 番 号：

UMIN000055970）。
2. 対象店舗と来店客調査対象者
1) 対象店舗と割付方法

同一企業が X 市内で展開する11の SM のうち，

店舗選定前 3 か月間（2024年 6～8 月）の来店客数

と野菜売上高の推移が類似し， 各店舗間距離が

3 km 以上離れている中規模 3 店舗を対象とした。

これらの 3 店舗は， SM 運営企業によって介入店舗

（店舗 A・B）と対照店舗（店舗 C）に非ランダムに

割り付けられた。

2) 来店客調査対象者

2024年11月29・30日に， 各店舗で支払いと袋詰

めを終えた来店客のうち， 本調査への協力に同意し

た者を対象とした。本調査は， 各店舗の開店時刻

（9 時30分）から正午まで， または各店舗の調査協

力者数が50人に達するまで実施された。

3. 介入内容
介入資料は Easy–Attractive–Social–Timely（EAST）

フレームワーク16）に基づいて作成された。まず， 第

1～3 著者が， 先行研究9～14）と実務経験に基づき，

買い物かごに設置するナッジチラシと， 野菜売り場

に掲示するナッジポスターについて 9 つの案を作成

した。次に， これらの案に対して他の共同研究者と

第三者から意見を聴取し， 3 案を選定した。さら

に， この 3 案について， より幅広い意見聴取と期待

される効果の評価を目的として， ウェブによる予備

調査を実施した。一連の介入資料作成のプロセスと

予備調査の結果を電子付録本文と図 S 1～4 および

表 S 1～3 に示した。

予備調査結果を踏まえ， 店舗 A・B では， 野菜購

入量の目安を明確化した 2 種類のチラシ（Easy–
Attractive ナッジ）をすべての買い物かごにランダ

ムに設置した（図 2 A）。店舗 B では， 買い物かご

のナッジチラシに加えて， 人気野菜70 g 分を視覚的

に示したポスター（Attractive–Social–Timely ナッジ）

を野菜売場の各区画に 1 枚ずつ， 来店客の視界に入

る高さに設置した（図 2 B）。いずれも第 1 著者と

研究スタッフが2024年11月 1 日の開店前に設置

し，12月 1 日の開店前に撤去した。店舗 C ではナッ
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ジ介入をおこなわず， 通常通りの運用とした。

4. 評価項目
1) 主要・副次アウトカム

本研究では， 購入行動の指標として売上高を用い

た17）。主要アウトカムを POS システムに記録され

た野菜売上高とし， 副次アウトカムを野菜以外の売

上高および総売上高とした。POS システム上で野

菜カテゴリに含まれる品目一覧を表 S 4 に示した。

野菜売上高に影響する要因を統計学的に考慮する

ため， まず各店舗における介入前年（2023年）の同

月同曜日比の売上高増加率を算出し， 店舗間の基礎

的な売上水準や営業時間の差を調整した17）。同日比

ではなく同曜日比とした理由は， 対象 SM では毎週

水曜と日曜に特売広告が掲載されており， 当該曜日

の価格水準と売上高が系統的に変化することが確認

されていたためである。次に， 来店客数の変動によ

る影響を補正するため， 前年同月同曜日比の売上高

増加率を来店客数の前年同月比で除すことにより，

売上高の調整済み増加率を算出した17）。野菜価格の

季節変動については， 介入店舗と対照店舗との比較

によって考慮した。

時系列解析では， データの時間集約単位によって

解析結果が異なることが指摘されている18）。たとえ

ば， 日次データ等の短期間の集約では短期的変動の

影響を受けやすく， 1 か月間等の長期間では変動が

平滑化される傾向にある18）。これらの知見に加え，

実験研究で約 2 週間の検証期間が広く採用されてい

ること19）を考慮し， 本研究では主要・副次アウトカ

ムデータを14日間単位で集約した。具体的には， 各

アウトカムの調整済み増加率を店舗ごとに日単位で

算出し， 観察期間（10月）および介入期間（11月）

を前半・後半に分けた 4 期間それぞれ（各14日間）

の平均値を求めた。なお， 店舗 A では， 2023年11
月27・28日に店舗改修による休業があったため，

両年の 4 日間（27～30日）を解析から除外し， 11月
後半の対象期間を10日間とした（表 S 5）。

2) 来店客調査項目

3 店舗における来店客層の基本属性および社会経

同一企業が同一市内で運営する11店舗のうち
1）店舗選定前3か月間（2024年6～8月）の来客数
および野菜売上高の推移が類似

2）各店舗間の距離が3 km以上
3）中規模店舗

観察期間
（介入前の平行トレンド等の検証）

3店舗

販売時点情報管理（point of sales）データの入手

対象店舗の選定（組入れ基準）

非ランダム割付け

解析

介入店舗

店舗A・B
対照店舗

店舗C

来店客調査 ・調査同意者を対象としたインタビュー調査
・開店～正午まで／各店舗50人に達するまで実施

2024年
9月

10月

11月

12月

2025年
1月以降

介入・店舗A・B共通：
買い物かごにナッジ資料
・店舗B のみ：
野菜売り場にナッジポスター

29日（金）
30日（土）

通常運用

図 1 本研究のフロー
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済状態を把握するため， 性別， 年齢， 世帯人数， 教

育歴（中学校卒／高校卒／短大・専門学校卒／大

学・大学院卒）， 暮らし向き（ゆとりがある／どち

らかというとゆとりがある／ふつう／どちらかとい

うと苦しい／苦しい）を尋ねた。また， SM の利用

頻度（週 1 回以上／月 1～3 回／年に数回／ほぼ利

用しない）を対象店舗， 同社他店舗， 他社店舗別に

尋ねた。

介入店舗では， ナッジ資料への認知の有無（気づ

いた／気づかなかった）， 野菜購入の有無（はい／

いいえ）とともに， ナッジ資料に対する自由意見を

尋ねた。得られた自由意見を内容に基づいて肯定的

意見， 中立的意見・両論併記， 否定的意見の 3 カテ

ゴリに分類し， その件数を集計した。

これらの調査は， 来店客の負担軽減のため， 研究

スタッフによる聞き取り方式で実施された。

5. 統計解析
売上高データは要配慮情報であることから， 本論

文中においては絶対値ではなく， 前年（2023年）同

月の売上高を100とした相対値で示した。対象店舗

の基本情報および来店客層における連続変数の比較

には一元配置分散分析を， 世帯人数の比較には

Kruskal-Wallis 検定を， その他のカテゴリ変数の比

較にはカイ二乗検定をそれぞれ適用した。有意差が

認められた場合には多重比較検定をおこなった。

介入効果の推定には， 群間の時間不変的な要因

（立地等）と共通の外的要因（天候・季節， 物価変

動等）の影響を排除できる差分の差分法を用いた。

各アウトカムの調整済み増加率を従属変数とし， 介

入の有無を処置変数， 店舗をグループ変数， 観察期

間と介入期間の各前半・後半の14日間を表すダ

ミー変数を時間変数とするモデルを構築した。この

モデルにより， 介入期間前半および全体の平均処置

効果（average treatment effect: ATE）とその95% 信

頼区間（confidence interval: CI）を推定した。この

ATE は， 観察期間から介入期間までの各アウトカ

ムの変化を介入店舗と対照店舗の変化量の差（差分

の差）として推定したものであり， 対照店舗の変化

量を基準とした介入効果を表す。差分の差分法を適

用するための前提条件である平行トレンド仮定の検

証には平行トレンド検定を， 共通ショック仮定の検

証には Granger 因果性検定をそれぞれ適用した。

介入店舗 A・B 別の結果を確認するため， 買い物

かご単独によるナッジ介入（店舗 A）を基準とし

図 2 本研究で使用した介入資料

A．店舗A・Bですべての買い物かごにランダムに設置したEasy-Attractiveナッジチラシ（A4サイズ）

a) パターン1（鍋キャラクター） b) パターン2（トマトキャラクター） c) 設置後の様子

B．店舗Bで野菜売り場に設置したAttractive-Social-Timelyナッジポスター（A3サイズ）

a) おもて側 b) うら側 c) 設置後の様子
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て， 野菜売り場のポスターを併用したナッジ介入

（店舗 B）の ATE を同様の差分の差分モデルで確認

した。

また， 異なる解析モデルによる結果の頑健性を確

認するため， 線形混合効果モデルによる解析をおこ

なった。具体的には， 各アウトカムを従属変数と

し， 群（介入／対照店舗）， 時間（10月前半を基準

とした各時点ダミー変数）および群×時間による交

互作用項を固定効果， 店舗（3 店舗）をランダム効

果とするモデルを適用した。これにより， 観察期間

前半を基準として， 観察期間後半および介入期間前

半・後半における効果量を検討した。

すべての統計解析には Stata18.0（StataCorp 社製）

を用い， 統計学的有意水準を 5 % とした。

6. 倫理的配慮
本研究は， 山形大学医学部倫理審査委員会の承認

を得て実施された（承認日：2024年10月23日）。SM
運営企業の担当者には， 研究内容を口頭および文書

で説明し， 文書による同意を得た。来店客調査は無

記名で実施され， 調査票に設けられた同意欄への〇

の記載をもって対象者の同意を得た。

Ⅲ 研 究 結 果

表 1 に， 対象店舗と来店客層の特徴を示した。観

察期間（10月）と介入期間（11月）の平均来店客数

と総売上高に占める野菜売上高の割合は， 対照店舗

よりも介入店舗で有意に高値であり， 店舗 A・B 間

には有意差がみられなかった。来店客の性別， 年

齢， 世帯人数， 教育歴， 暮らし向き， 店舗利用頻度

には， いずれも有意な店舗間差はみられなかった。

図 3 に各アウトカムの調整済み増加率の推移と

ATE を， 表 S 6 に各アウトカムの基本統計量と単純

差分値をそれぞれ示した。介入店舗の野菜売上高の

ATE は， 介入期間前半で +4.0% ポイント（95% 
CI：2.9， 5.1）， 介入期間全体で＋4.0% ポイント

（95% CI：0.6， 7.5）であった（図 3 A）。一方， 野

菜以外の売上高の ATE には， 介入期間前半

（－4.8% ポイント：－13.4， 3.7）と全体（－4.4%
ポイント：－14.2， 5.5）のいずれにも統計学的有意

性がみられなかった（図 3 B）。同様に， 総売上高

の ATE においても， 介入期間前半（－4.0% ポイン

ト： －12.0， 3.9） と 全 体（ －3.6% ポ イ ン ト：

－13.0， 5.9）とで統計学的有意性がみられなかった

（図 3 C）。すべてのアウトカムにおいて， 平行トレ

ンド仮定と共通ショック仮定は棄却されなかった。

介入店舗 A・B 別の解析の結果， 買い物かごと野

菜売り場のポスターを併用したナッジ介入（店舗

B）では， 買い物かご単独によるナッジ介入（店舗

A）を上回る ATE は観察されなかった（図 S 5）。
混合効果モデルによる解析の結果， 野菜売上高で

は， 介入期間前半および後半においてのみ， 調整済

み増加率に群×時間による有意な交互作用がみられ

た（表 S 7）。一方， 野菜以外および総売上高では，

観察期間後半， 介入期間前半・後半のいずれにおい

ても調整済み増加率に群×時間による有意な交互作

用はみられなかった。

表 S 8 には， 介入店舗における来店客調査の結果

を示した。買い物かごのチラシの認知度は95% で

あり， 認知した者のうち実際の野菜購入者割合は

24%， チラシに対する肯定的意見の割合は51%， 否

定的意見の割合は 8 % であった。野菜売り場のポ

スターでは， 認知度は36%， 認知した者のうち実際

の野菜購入者割合は28%， ポスターに対する肯定的

意見の割合は61%， 否定的意見の割合は 0 % で

あった。

Ⅳ 考 察

本研究では， SM の買い物かごに設置した Easy–
Attractive ナッジチラシが野菜売上高を増加させる

ことを示した。この結果は異なる解析モデルでも一

貫して確認され， 介入期間前半の14日間でとくに顕

著であった。一方， 野菜以外の売上高は有意ではな

いものの減少傾向を示し， トレードオフ関係が示唆

された。これらの結果から， 買い物かごを活用した

ナッジ介入は， 来店客の総支出を増加させることな

く野菜選択を促す手法として有効である可能性が示

された。

本結果には， 買い物かごのナッジチラシへの高い

認知度と肯定的評価が寄与したと考えられる。一

方， 野菜売り場のナッジポスターを併用しても付加

的効果がみられなかった一因として， ポスターの認

知度が低かった点が挙げられる。ポスターは来店客

の視界に入る場所に掲示されたが， 他の店内ポス

ターに紛れたこともあり， 認識されにくかった可能

性がある。このように， 視界に入っても認識されな

い現象は非注意性盲目と呼ばれる20）。これに対し，

買い物かごのチラシは商品を入れるたびに視野に入

り， 手の届く範囲にあったため， 非注意性盲目が発

生しにくかった可能性がある。ただし， ポスターを

認知した来店客からの否定的な反応はみられず， ポ

スターによる野菜購入者割合（28%）はチラシによ

る同割合（24%）と近似していた。これらは， ポス

ターの非注意性盲目を解消させることで介入効果が

顕在化する可能性を示唆している。予備調査を含む

一連の結果から， 日本人において SM での野菜選択

を促進するには， 社会規範や同調に訴求する Social



6 日本公衆衛生雑誌　J-STAGE 早期公開

表 1 対象店舗の基本情報および来店客層の特徴

変　　　　　数
介入店舗 対照店舗 P　　　値

店舗 A 店舗 B 店舗 C 全体 A vs B A vs C B vs C

店舗選定時の情報※1

売り場面積， m2 1,875 1,732 1,898 ― ― ― ―

平均来店客数， 人/日
　2024年 6 月 2,380 2,516 1,783 ― ― ― ―

　2024年 7 月 2,372 2,441 1,770 ― ― ― ―

　2024年 8 月 2,487 2,577 1,924 ― ― ― ―

平均野菜売上高

（2024年 6 月を100とした相対値， %/日）

　2024年 6 月 100 100 100 ― ― ― ―

　2024年 7 月 91.4 88.1 86.1 ― ― ― ―

　2024年 8 月 96.2 89.7 94.8 ― ― ― ―

10月（観察期間）と11月（介入期間）の基本情報

平均来店客数， 人/日（標準偏差）

　2023年10月（観察期間の前年同月） 2,256（404） 2,448（528） 1,862（400） ＜0.001 0.289 　0.002 ＜0.001
　2023年11月（介入期間の前年同月） 2,143（390）※2 2,373（460） 1,739（357） ＜0.001 0.113 　0.001 ＜0.001
　2024年10月（観察期間） 2,456（420） 2,526（336） 1,837（318） ＜0.001 1.000 ＜0.001 ＜0.001
　2024年11月（介入期間） 2,341（402） 2,401（349） 1,746（262） ＜0.001 1.000 ＜0.001 ＜0.001
2023年から2024年の月間来客数の相対変化， %
　10月（観察期間） 108.8 103.2  98.6 ― ― ― ―

　11月（介入期間） 108.7 101.2 100.4 ― ― ― ―

総売上高に占める野菜売上高の割合（%/日）， 平均値

（標準偏差）

　2023年10月（観察期間の前年同月） 9.7（0.6） 9.6（0.7） 8.6（0.6） ＜0.001 1.000 ＜0.001 ＜0.001
　2023年11月（介入期間の前年同月） 8.8（0.7）※2 8.5（0.8） 7.7（0.9） ＜0.001 0.344 ＜0.001 　0.001
　2024年10月（観察期間） 9.5（0.8） 9.4（0.9） 8.6（0.7） ＜0.001 1.000 ＜0.001 ＜0.001
　2024年11月（介入期間） 9.3（0.8） 9.2（0.9） 7.7（0.7） ＜0.001 1.000 ＜0.001 ＜0.001

来店客層調査※3 （n = 41）※4 （n = 50） （n = 50）
性別（女性）， n （%）   21（51.2）   36（72.0）   34（68.0） 　0.097 ― ― ―

年齢， n （%） 　0.174 ― ― ―

　40歳未満    7（17.1）   4（8.0）    6（12.0）
　40–59歳   4（9.8）   14（28.0）    7（14.0）
　60–79歳   23（56.1）   28（56.0）   27（54.0）
　80歳以上    7（17.1）   4（8.0）   10（20.0）
世帯人数（人）， 平均値（標準偏差） 2.6（1.6） 2.7（1.2） 2.9（1.4） 　0.369 ― ― ―

教育歴， n （%） 　0.486 ― ― ―

　中学校卒   2（4.9）   4（8.0）   3（6.0）
　高校卒   19（46.3）   22（44.0）   27（54.0）
　短大・専門学校卒    7（17.1）   15（30.0）    8（16.0）
　大学・大学院卒   13（31.7）    9（18.0）   12（24.0）
暮らし向き， n （%） 　0.468 ― ― ―

　ゆとりがある   3（7.3）   2（4.0）   2（4.0）

　どちらかというとゆとりがある   3（7.3）   2（4.0）   2（4.0）

　ふつう   18（43.9）   23（46.0）   26（52.0）
　どちらかというと苦しい    7（17.1）   15（30.0）   16（32.0）
　苦しい   10（24.4）    8（16.0）   4（8.0）
対象店舗の利用頻度（週 1 回以上）， n （%）   36（87.8）   38（76.0）   40（80.0） 　0.656 ― ― ―

同社他店舗の利用頻度（週 1 回以上）， n （%）   17（41.5）   17（34.0）   17（34.0） 　0.919 ― ― ―

他社店舗の利用頻度（週 1 回以上）， n （%）   16（39.0）   23（46.0）   22（44.0） 　0.892 ― ― ―

※1 月間の総来店客数および野菜売上データから店舗を選定したため， 店舗間の統計学的検定はおこなっていない。
※2 2023年11月27日・28日に， 店舗 A で改修休業があったため， 1～26日のデータから算出した。
※3 2024年11月29日・30日午前中における調査同意者を対象とした（開店時刻～正午/50人に達するまで）。
※4 30日正午までに50人に達しなかったため， それまでに調査に応答した41人を解析対象とした。
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ナッジ（図 S 2）よりも， 視認性と理解容易性が高

く， 肯定的な印象を与える Easy や Attractive ナッジ

の設計が重要と考えられる。

本研究と同様に店舗レベルの野菜売上高をアウト

カムとし， 買い物カートでのナッジ効果を検証した

カナダの研究11）では， 野菜売上高の相対的増加が

5～8 % であった。これに比べると， 本研究の野菜

売上高の ATE（＋4.0% ポイント）はやや小さい傾

向にあった。この差には「原則ナッジ支持国」とさ

れるカナダに比べて， 日本のナッジ支持率が系統的

に低いこと15）が反映された可能性がある。

一方， 野菜における需要の価格弾力性21）を踏まえ

ると， 4.0% ポイントの差は実質的に意味のある結

果と考えられる。野菜・果物に関する財政政策のシ

ステマティックレビュー・メタ解析21）では， 野菜の

価格弾力性は－0.58と報告されている。これは， 価

-10

-5

0

5

10

15

20

-10

-5

0

5

10

15

20

-10

-5

0

5

10

15

20

AA．．野野菜菜売売上上高高（（主主要要アアウウトトカカムム））

BB．．野野菜菜以以外外のの売売上上高高（（副副次次アアウウトトカカムム））

CC．．総総売売上上高高（（副副次次アアウウトトカカムム））
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済
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(%)

並行性: P = 0.711
共通性: P = 0.671

並行性: P = 0.597
共通性: P = 0.547

並行性: P = 0.594
共通性: P = 0.544

介入期間前半：
ATE = 4.0%ポイント (95%信頼区間: 2.9, 5.1)
P = 0.004

介入期間全体：
ATE = 4.0%ポイント (95%信頼区間: 0.6, 7.5)
P = 0.038観察期間 介入期間

観察期間 介入期間
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介入店舗
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介入期間前半：
ATE = -4.8%ポイント (95%信頼区間: -13.4, 3.7)
P = 0.136

介入期間全体：
ATE = -4.4%ポイント (95%信頼区間: -14.2, 5.5) 
P = 0.197

介入期間前半：
ATE = -4.0%ポイント (95%信頼区間: -12.0, 3.9)
P = 0.160

介入期間全体：
ATE = -3.6%ポイント (95%信頼区間: -13.0, 5.9)
P = 0.245

図 3 各アウトカムの調整済み増加率の推移と平均処置効果（average treatment effect: ATE）

※1増加率を2023年から2024年の月間来店客数の相対変化で除すことによって算出した。
※2店舗 A において，2023年11月27～28日に店舗改修休業があったため， 両年の 4 日間（2023年：27
～30日，2024年：25～28日）を解析から除外した。
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格が10% 低下した場合に需要量が約5.8% 増加する

ことを意味する。本研究で観察された野菜売上高の

4.0% ポイントの ATE は， アウトカムの定義は異な

るものの， 価格変更を伴う政策介入で報告された効

果量と概ね同程度であることを示唆している。本研

究結果は価格変更を伴わずに得られたものであるた

め， 費用対効果や実装可能性の観点で意義が大きい

と考えられる。

本研究では， 先行研究10,12）よりも長期間介入した

ことにより， 実装面での示唆が得られた。介入期間

前半の効果が顕著であったことから， 買い物かごへ

のチラシを約 2 週間ごとに更新する運用がより効果

的と考えられる。対象 SM では， 衛生管理の観点か

ら買い物かごが 2 週間ごとに洗浄されており， この

設置周期は店舗オペレーションとの親和性も高いと

推測される。一方， チラシの設置負担等を考慮する

と， 本介入は恒常的な運用よりも， 野菜摂取強化月

間等の定期的なキャンペーン型施策としての運用が

妥当かもしれない。その際には， サッカー台への食

品摂取多様性チェック表の設置22）等， 行動変容の習

慣化が期待できる介入の併用がさらに有用だろう。

また， 買い物かごへのナッジチラシには， 一部の

否定的意見（「じゃま」等）が認められたことから

（表 S 8）， すべての買い物かごにチラシを設置する

のではなく， 未設置のかごを一定数確保する運用が

重要である。これは， 選択の自由を確保するという

ナッジの基本原則に合致するとともに， チラシ設置

に伴う労力の軽減にも資するだろう。

本研究にはいくつかの限界がある。第一に， 本研

究は差分の差分法により時間不変的な交絡や共通の

外的要因の影響を考慮したが， 未測定の時間変動交

絡や店舗間で異なる影響を及ぼす要因を完全には排

除できていない可能性がある。また， 介入店舗と対

照店舗がランダムに割り付けられていない点も重要

な限界である。第二に， 対象店舗数が 3 店舗と限ら

れたため， 介入効果の点推定は可能であった一方，

95% CI の推定には不確実性が伴った。第三に， 各

店舗間には 3 km 以上の距離があるとはいえ， 同一

市内であり介入効果の混交が皆無だったとは断言で

きない。ただし， 本研究の介入は， 買い物時に野菜

を思い出させるようなリマインド型であったため，

混交が生じたとしてもその程度は限定的だったと推

測される。第四に， 購買行動を介入ターゲットとす

ることは， 野菜・果物摂取量増加に向けた有効な戦

略である一方7）， 本研究では， 野菜売上高の増加が

個人の野菜摂取量の増加につながったかどうかを検

証できていない。また， 野菜購入額の増加がどのよ

うな客層で生じたのか， 野菜以外のどの品目で野菜

購入とのトレードオフが大きかったのか等の解明す

べき課題が残された。今後は， 対象店舗数を拡大し

たランダム化比較試験や品目別の詳細な分析研究，

個人レベルの購買および野菜摂取状況の評価を含む

研究が必要である。

以上のような限界や課題を有するものの， 本研究

は実際の SM を対象としたプラグマティック研究と

して， 日本人に有効なナッジに関する実証的知見を

提示した点に意義がある。加えて， 単一店舗を対象

とした研究が少なくない中で， 本研究では対照店舗

の設定， 客観的な POS データによる評価， 平行ト

レンド・共通ショック仮定を踏まえた検証ができ

た。この点は方法論上の特長といえる。

Ⅴ 結 語

SM における買い物かごを活用したナッジ介入

は， 顧客の総支出を増加させることなく野菜選択を

促す手法として有効である可能性が示された。

本研究は，「山形大学と交流する会：山形県の課題解

決研究への支援事業」の助成を受けて実施された。同会

には， 本研究に協力いただいた SM 運営企業が会員とし

て含まれている。しかし， 助成は同会からのものであ

り， 当該 SM 運営企業からの直接的な資金提供は受けて

いない。また， 研究の企画， 解析， 結果の解釈および論

文執筆において， SM 運営企業の関与はなく， 研究の独

立性は担保されている。研究にご協力いただいた SM 運

営企業の担当者ならびに対象店舗の関係者に深く感謝申

し上げる。

⎛ 受付 2026. 2.22⎞

｜ 採用 2026. 5.28｜
⎝ J-STAGE 早期公開 2026. 7.21⎠
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Effects of shopping basket-based nudges on vegetable-purchasing behavior 
: A quasi-experimental study in supermarkets

Satoshi SEINO*,2*, Masaki TAKEBAYASHI3*,4*, Sayuri GORYODA*, Yuri YOKOYAMA2* and Tsuneo KONTA*

Key words : nudge, quasi-experimental study, supermarkets, vegetable intake

Objectives　The average daily vegetable intake of adults in Japan remains below recommended levels. As foods 
are primarily purchased at supermarkets (SMs), this study examined whether nudge interventions imple-
mented in SMs are associated with increased vegetable purchases, using a quasi-experimental design.

Methods　Among SMs operated by the same company within a single city, three medium-sized stores with similar 
customer numbers and vegetable sales trends that were located at least 3-km apart were non-randomly 
assigned to the intervention (stores A and B) or control (store C) condition. In the intervention stores, 
shopping baskets were equipped with flyers recommending vegetable purchases (Easy–Attractive nudge). 
Furthermore, Store B displayed a poster that visually presented 70-g portions of popular seasonal vegeta-
bles in the produce section (Attractive–Social–Timely nudge). Store C served as the control and received 
no intervention. The 1-month observation and intervention periods were October and November 2024, 
respectively. By comparing point-of-sale (POS) data from October to November 2024 with data from the 
corresponding period in the previous year, we calculated the year-on-year increase rates for daily vegeta-
ble sales (primary outcome) as well as non-vegetable and total sales (secondary outcomes), adjusted for 
relative changes in customer volume. During the final 2 days of the intervention, 50 customers per store 
were surveyed to obtain their basic demographics, socioeconomic status, awareness of the intervention 
materials, and impressions. Average treatment effects (ATEs) were estimated using a difference-in-differ-
ences approach that modeled outcomes, intervention status, and store and time indicators for the first and 
second halves of October and November. Store-specific analyses (A versus B) were also performed.

Results　 No significant differences were observed between stores regarding basic customer characteristics or 
socioeconomic status. The ATE for vegetable sales was ＋4.0 percentage points (95% confidence inter-
val: 0.6–7.5), indicating a statistically significant increase. In contrast, no significant ATE was observed 
for non-vegetable sales (－4.4 percentage points: －14.2 to 5.5) or total sales (−3.6 percentage points: 
－13.0 to 5.9). Store-specific analyses revealed no additional differences between stores B and A. 
Awareness of shopping basket flyers was 95%. Among those aware, 24% reported purchasing vegetables, 
51% expressed positive opinions, and 8% expressed negative opinions. The corresponding figures for the 
produce-section poster were 36%, 28%, 61%, and 0%, respectively.

Conclusions　 Easy–Attractive nudge flyers in shopping baskets were associated with increased vegetable pur-
chases. This intervention potentially represents an effective strategy for promoting vegetable selection 
without increasing the overall customer spending.
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